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（別紙）

肢体不自由の障害認定基準等に関するＱ＆Ａ

○四肢の短縮による障害認定について

問１ 軟骨無形成症等による四肢短縮の身体障害認定について、どのように取

扱うべきか。

（答）

１ 「身体障害者障害程度等級表の解説（身体障害認定基準）について」（平

成 15 年１月 10 日障発第 0110001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部長通知）の別紙「身体障害認定基準」の第２の四の１総括的解説の（３）

において、肢体不自由に関する機能障害の障害程度を判断する具体例とし

て関節可動域や徒手筋力テストの数値をお示ししているが、同（４）にお

いて「この解説においてあげた具体例の数値は、機能障害の一面を表わし

たものであるので、その判定に当たっては、その機能障害全般を総合した

上で定めなければならない」こととしている。

２ 併せて、「身体障害認定基準等の取扱いに関する疑義について」（平成

15 年２月 27 日障企発第 0227001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部企画課長通知）の別紙「身体障害認定基準等の取扱いに関する疑義につ

いて」の肢体不自由において、身体障害者診断書の「肢体不自由の状況及

び所見」の中の「動作・活動」評価について、等級判定上の取扱いは「主

として多肢機能障害又は体幹機能障害を認定する際に、個々の診断内容が、

実際の「動作・活動」の状態と照らし合わせて妥当であるか否かの判断を

するための参考となるもの」としている。

３ そのため、四肢短縮のように多肢による機能障害の障害程度を判断する

際は、関節可動域や徒手筋力テストの数値により機能障害があると認めら

れる場合は認定基準の対象となることはもとより、これらを満たさない場

合であっても、日常生活における動作能力について、身体障害者診断書の

「動作・活動」欄の内容などから、総合的に勘案して行うことが望ましい。

４ なお、「障害の認定について」（昭和 34 年４月 17 日更発第 59 号厚生省

社会局更生課長回答）については、「身体障害認定基準等の取扱いに関す

る疑義について」（平成 15 年２月 27 日障企発第 0227001 号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部企画課長通知）の発出に伴い既に廃止している。



（参考）

関係通知（抜粋）

○「身体障害者障害程度等級表の解説（身体障害認定基準）について」（平成 15 年１月

10 日障発第 0110001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の別紙「身体障

害認定基準」

○「身体障害認定基準等の取扱いに関する疑義について」（平成 15 年２月 27 日障企発第

0227001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知）の別紙「身体障害認

定基準等の取扱いに関する疑義について」

・第２－四－１－（３）

全廃とは、関節可動域(以下、他動的可動域を意味する。)が 10 度以内、筋力

では徒手筋力テストで 2 以下に相当するものをいう(肩及び足の各関節を除

く。)。

機能の著しい障害とは、以下に示す各々の部位で関節可動域が日常生活に支

障をきたすと見なされる値(概ね 90度)のほぼ 30％(概ね 30度以下)のものをい

い、筋力では徒手筋力テストで 3(5 点法)に相当するものをいう(肩及び足の各

関節を除く。)。

軽度の障害とは、日常生活に支障をきたすと見なされる値(概ね 90 度で足関

節の場合は 30 度を超えないもの。)又は、筋力では徒手筋カテストで各運動方

向平均が 4 に相当するものをいう。

・第２－四－１－（４）

この解説においてあげた具体例の数値は、機能障害の一面を表わしたもので

あるので、その判定に当たっては、その機能障害全般を総合した上で定めなけ

ればならない。

・［肢体不自由］－（肢体不自由全般）－２

問 身体障害者診断書の「肢体不自由の状況及び所見」の中の「動作・活動」

評価は、等級判定上、どのように取り扱うべきか。

答 「動作・活動」欄は、主として多肢機能障害又は体幹機能障害を認定する

際に、個々の診断内容が、実際の「動作・活動」の状態と照らし合わせて妥

当であるか否かの判断をするための参考となるものである。（以下省略）



※以下の通知は、「身体障害認定基準等の取扱いに関する疑義について」（平成 15 年２月

27 日障企発第 0227001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知）の発出

に伴い既に廃止しています。

○「障害の認定について」（昭和 34 年４月 17 日更発第 59 号厚生省社会局更生課長回答）

問 先天性ヒンドロジストロフイーは、現行法別表には該当しないと思料する

が、この種の障害者の取扱について如何に考慮されているか。

答 身体障害者福祉法の別表のいずれにも該当しない。

・［肢体不自由］－（肢体不自由全般）－６－ア

問 疼痛がなく、四肢体幹の器質的な異常の証明が困難な場合で、他覚的に平

衡機能障害を認める場合は、肢体不自由ではなく平衡機能障害として認定す

るべきか。

答 関節可動域、徒手筋力テストに器質的異常がない場合は、「動作・活動」等

を参考に、他の医学的、客観的所見から、四肢・体幹の機能障害の認定基準

に合致することが証明できる場合は、平衡機能障害ではなく肢体不自由とし

て認定できる場合もあり得る。


